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長吉員一
監査意見は、監査人が監査の過程で得た「合理的な基礎J(平成22年3月26日の監査基準の改訂によ
り「意見表明の基礎」となった)に基づいて表明しなければならない(監査基準・第四 報告基準一
基本原則3および4参照)。本件研究者は、以前に、監査人が個々の勘定科目の適正性の立証を踏まえ
たうえで財務諸表全体の適正性を立証した場合、その財務諸表全体の適正性の立証根拠を「意見表明
の基礎」というと主張し、論文に取りまとめた a明治大学社会科学研究所紀要』第49巻第l号 (2010
????
年10月10日)、 pp.97-109)。本研究はこの研究の続編である。
「意見表明の基礎」の根底である監査証跡は、その態様によって、①財務諸表項目を直接的に立証す
る監査証跡、②財務諸表項目を間接的に立証する監査証跡、そして、③見積り金額が算出される計算
プロセスの合理性を立証する監査証跡の3種類に分けられる。これらはいずれも監査証跡として一括
して呼称されるが、本件研究者は、これらの監査証跡のうちとくに①と②のように財務諸表項目を直
接的または間接的に立証する監査証跡を監査証拠とよんだ。
①は、財務諸表項目を直接的に立証する監査手続によって入手される監査証拠で、個別監査手続が
その典型である。しかし、個別監査手続によって得られる監査証拠の証明力は監査実施時点かつ監査
実施範囲内に限定されるので、監査人はそれを補完するためにTOTを実施し、財務諸表項目を間接
的に立証する別の監査証拠を入手する。②は、財務諸表項目を間接的に立証する監査証拠で、継続監
査における大規模な TOTによって入手される監査証拠が典型である。ただし、継続監査においては、
監査人が被監査会社の情報作成に関与することも考えられるため、監査人の独立性や監査における二
重責任原則に抵触する可能性があることを指摘した。③で求められる監査証拠は、会計記録の当否や
正否等を直接的に立証する証拠ではなく、経営者が行った計算プロセスの妥当性を追及することに
よって、経営者による見積り過程の合理性を追及するものである。この結果、特定項目の立証に状況
証拠として有用になる監査証跡が入手される。監査人は、この監査証跡を入手することによって、経
営者による会計上の見積りの計算プロセスの妥当性を立証することができる。しかし、それが監査基
準のいう十分かつ適切な監査証拠となり得るのかどうかという、新たな問題が生じることになると指
摘した。
以上
